
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 611 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 611 0 

統計調査費

目 指定統計調査費

補正前額 8,867 

要求額 611 

総務部長段階査定額 611 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-30-8104 

【１１次総の施策体系】0001 

【事業の経過及び背景】
 　５年毎に全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を調査する。

【事業の目的及び効果】 
　全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を調査し、事業所・企業の経
済活動を全国的及び地域的に明らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種
統計調査の母集団情報を整備することを目的とする。 
　範囲　：市全域事業所
　基準日：６月１日

【事業の内容】 
　新型コロナウイルス感染症への安全対策を図るため、事業内容を変更する。
（１）調査票回収方法の変更
（２）事業所への調査事前通知はがきの送付

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 611 0 

総００１ 項　　目　　名 経済センサス活動調査費

予算書項目 経済センサス活動調査費 ページ 27 所　　属　　名

総務部 
総務課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 629 諸収入 0 

計 629 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 629 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 48,192 

要求額 629 

総務部長段階査定額 629 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条点検業務の結果に基づき、駅南庁舎の防火設備の修繕を行う。

 【事業の目的及び効果】
　早急に修繕を行うことにより、火災発生時に利用者等の安全確保を図る。

【事業の内容】 
　駅南庁舎３階電動防火シャッター開閉器修繕等

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総００２ 項　　目　　名 駅南庁舎維持管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 25 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R3



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,808 諸収入 0 

計 1,808 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,808 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 431,948 

要求額 1,808 

総務部長段階査定額 1,808 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2402

【事業の経過及び背景】 
　令和３年７月に旧本庁舎と第二庁舎の解体工事に着手し、近隣への騒音・振動など
に配慮しながら安全な作業を進めている。 

【事業の目的及び効果】 
　前回の地盤変動影響調査業務において、建築中により調査出来なかった建物の追加
調査を行うことにより、工事による影響があった場合の補償費の算定が容易となる。 

【事業の内容】 
　地盤変動影響調査業務の追加（２棟）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総００３ 項　　目　　名 旧本庁舎・第二庁舎解体事業費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 25 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 4,072 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,072 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 0 

要求額 4,072 

総務部長段階査定額 4,072 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症については、都市部を中心に緊急事態宣言解除後も感染
者が確認されており、引き続き、感染症予防の対策が求められている。

【事業の目的及び効果】
　国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、「新しい生活様
式」のもとで、庁舎等における３密対策を実施し、ソーシャルディスタンス確保策等
を継続して行うことで、来庁者に安全・安心な利用環境を提供する。

【事業の内容】
　来庁者用簡易型検温カメラの設置（本庁舎他　計１８台）
　職員机用パーテーションの設置（本庁舎１階）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,072 0 

総００４ 項　　目　　名 本庁舎等管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 庁舎管理費 ページ 25 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R3


